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1. 調査の概要 
 
1.1 調査目的 
 日本には起業家活動を阻むいろいろな要因が存在し、創業率は低く、成長も抑えられる
傾向があることは過去から指摘されてきた（Feigenbaum and Brunner，2002; 田路・露木，2010
等）。しかしながら、インターネットとモバイル関連のビジネスが世界レベルで伸長し、そ
の波は日本にも到達している。この事業分野においては、新規公開企業が相次いでいるも
のの、創業や成長に焦点を当てた調査に、公的機関や研究機関が取り組んでいない。本調
査は少ないサンプルゆえ、パイロット• スタディの域を出ないが、WEB ビジネスの先鋒
であるスタートアップの実態に踏み込んだ。また、この業態は、資金調達額が比較的少な
いことから、ベンチャーファイナンス市場が未成熟な日本でもハンディキャップは小さい。
そこで、ベンチャーファイナンス市場が最も充実している米国シリコンバレーとの比較を
試みたい。 
 
1.2 調査方法 
 本調査は、2012 年 3 月〜11 月にかけて、首都圏でインターネットやモバイル関連の
WEB ビジネスを業とするスタートアップを経営している起業家を対象に実施した。調査
方法は、インキュベーションの主宰者や投資家（ビジネス・エンジェルやベンチャー・キ
ャピタル）、起業家を通じてメールで周知し、調査システムのサイトへ誘導した。約 330
のメールを送り、92サンプルを得て、有効サンプルは 83であった。さらに、Japan Ventures 
Research の登録企業約 600 社にメールを送り、31 の有効サンプルを得た。 
 また、米国シリコンバレーのサンフランシスコ市およびサンフランシスコ・サンノゼ市
間のサウスベイ地域に所在する同業のスタートアップ 250社に対しても同様にメールで通
知し、52 サンプルを得て、有効回答は 50 であった。 
 筆者が 2011 年に発表した論文（田路，2011）に、サンフランシスコ市およびサウスベ
イ地域の起業環境と、調査対象としたインキュベーションの概要を解説しているので、参
照されたい。 
 調査項目は、起業家個人とスタートアップの両方に関して多岐にわたる質問を用意した。
起業家個人に関しては、個人特性、学歴、仕事の経験を、そして、スタートアップに関し
ては、事業内容、経営目標、資金調達、経営チーム、経営戦略、顧客アクセス方法、従業
員規模、成長性を問うている。以下、日米比較によって、起業家像とスタートアップのマ
ネジメントを紹介していく。 
 
2. 起業家の属性  
 
2.1 年齢と学歴 
 日米のサンプルの概要を表 1 に示す。日本の 114 人中市民権を得ていないサンプルは 1
人のみだが、米国では 50 人中 26 人が市民権を持っておらず、移民の多さを物語る。留学
後米国に留まって起業をする、または、滞在権を取って起業をしたことになる。（日本人の
移民が起業する件数は多くはないが、数少ない成功例として、田路（2013）、田路・露木
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（2010）を参照されたい）。平均年齢は 30 代半ばと差はほとんどない。米国の WEB ビジ
ネスの担い手は、Google や Facebook に代表されるように、在学中または在学直後の若年
者が多いのではないかというイメージがあるが、実際は、企業勤務を経て起業をする層が
厚い。学歴に関しては、米国の起業家は、大学院卒者が 50％を占めているが、日本の起業
家は、大学院卒者は 21％にすぎない。さらに大きな違いは、理工系専攻の割合だろう。大
学において理工系学部を専攻した比率は、米国の 80％に対して、日本では 30％と少ない。
たまたま、日本のサンプルは CEO を担う創業者が多く、相方の CTO（最高技術責任者）
が少なかったのではないかという疑いをもつかもしれない。しかし、ひとり創業者の比率
が 33％を占め、創業チームに CTO が存在したのは 9％にすぎないことを考えると、創業
者に理工系人材が 3 分の 1 しかいないことは、全体像を反映しているといえよう。 
 詳しい学歴は、図 1 となる。学士は、日本では 65％を占めるのに対して、米国は 40％
に留まり、修士は、日本では18％、米国で42％を占める。日本の起業家の最大公約数は学
卒者、米国の最大公約数は大学院卒者という結果になる。短大や高卒者は、日本は 14％、
米国は 10％に留まる。 
 
表 1 個人属性 
日本 米国 
市民権 113  24  
非市民権 1  26  
平均年齢 35.2 歳 37.2 歳
最低〜最高 21〜62 歳 21〜65 歳
標準偏差 8.1  9.3  
大学院卒 21％ 50％
理工系専攻 30％ 80％
（出所）筆者作成。 
 
図 1 学歴 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
  
2.2 勤務経験と起業経験 
 図 2 は勤務経験を示している。勤務経験無いままに起業した層が、米国（10％）よりも、
N=114 N=50 
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日本（13％）の方が高かったことは興味深い。WEB ビジネスは、大学卒業後または在学
中に起業する層が一定に存在することを示している。逆に勤務経験を持つ層は、日米とも
に、3 社以上勤務したサンプルが最も多い。日本 35％（平均 35.2 歳）、米国 66％（37.2
歳）と日米間で大きな開きがあるものの、労働流動性が低い日本で、転職回数 2 回以上の
サンプルが 3 割を超えるのは流動性の高い層が集まっているといえよう。このビジネスの
起業家の特徴を表している。 
 
図 2 勤務経験 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
 次に、勤務した企業の規模を見てみよう。（図 3 参照） 
 従業員規模が 1000 人以上の大企業勤務の割合は、日本が 23％、米国が 38％、99 人以
下の小企業勤務の割合は、日本が 36％、米国が 24％である。両方勤務の割合は、日本が
24％、米国が 28％であった。つまり、米国のほうが大企業勤務者の割合が高いことになる。 
 
図 3 勤務企業の規模 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
 起業が初めての場合はノービス起業家、二度目以降はシリアル起業家とよばれる。シリ
アル起業家は、日本は 26％（30 人）、米国は 56％（28 人）であった。日本のシリアル起
業家の起業回数は図 4 のように、2 回 13％（15 人）、3 回 6％（7 人）、4 回 7％（8 人）で
あった。米国のシリアル起業家は、2 回、3 回、4 回以上がほぼ同数存在している。 
N=114 N=50 
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図 4 起業回数 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
 これらシリアル起業家が最初に設立したスタートアップでは、どのような職位だったの
かを見てみよう（図 5 参照）。日本は、CEO が 64％、CTO と CMO（最高マーケティング
責任者）がそれぞれ 13％であり、米国は、CEO が 50％、CTO が 18％、CMO が 4％である。 
 
図 5 最初のスタートアップにおける職位 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
 最初に設立した企業の結末は興味深い（図 6 参照）。株式公開は無かったものの、成功
と見なされる売却は相当数存在した。日本は 30 社中 3 社、米国は 28 社中 7 社が、満足で
きる金額で売却できたことになる。一方、満足できない金額で売却したサンプルも存在し、
日本では 2 社、米国では 3 社であった。 
 
図 6 最初のスタートアップの出口 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
N=114 N=50 
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3. スタートアップの概要 
 
3.1 創業者数と職位 
 現在のスタートアップが立ち上げられた時の創業者数、職位は図 7 のとおりである。日
本では、ひとり創業が 33％、ふたり創業が 38％、3 人が 15％、4 人以上が 12％である。
回答者の職位は、CEO が 77％と際立って多く、CTO は 9％、CMO は 4％、COO（最高
執行責任者）は 3％と続く。 
 
図 7 日本の創業者数と職位 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
  
米国は、ひとり創業が 20％、ふたり創業が 36％、3 人が 30％、4 人以上が 12％である
（図 8）。職位は、CEO が 72％と際立って多く、CTO は 10％、Vice President は 8％、
CMO は 2％、CFO（最高財務責任者）は 2％と続く。 
 
図 8 米国の創業者数と職位 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
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 創業時期は、日米ともに、3 年以内が 7 割、2 年以内が 6 割を占めている（図 9）。 
 
図 9 創業時期 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
3.2 事業内容と従業員規模 
 製品サービスを提供する対象が、個人なのか、事業者なのかという、BtoC と BtoB の分
類を行ってみた。両方を対象とする場合には、メインとする対象によって分類している。
日本は、114 社中 46 社（40％）が個人向け、68 社（60％）が事業者向けであった。米国
は、50 社中 18 社（36％）が個人向け、32 社（64％）が事業者向けであった。 
 事業内容を、インターネット関連、モバイル関連、ソフトウエア受託開発、IT 関連サー
ビス、その他で、分類すると表 2 のようになる。重複回答のため、ほとんどが複合的な事
業を持っていることがわかる。インターネット関連ビジネスを手がけるサンプルは、日本
では 8 割を超えている。モバイル関連ビジネスは、日米ともに 4 割程度である。ソフトウ
エア受託開発は日本では 24％、米国では 18％見られた。ところで、IT 業界の中小企業の
多くは、大企業が委託するソフトウエアの受託開発を行うことが多い。日本では、組み込
み系ソフトと言われ、発注元のために専用ソフトウエアの開発を行う業態が多く見られて
きた。しかし、今回の調査では、日本では 24％、米国では 18％しか存在しない。大半の
企業は、独自の製品サービスを志向していることがうかがえる。 
 
表 2 事業内容 
  日本 米国 
インターネット関連 86％ 62％ 
モバイル関連 42％ 42％ 
ソフトウエア受託開発 24％ 18％ 
IT サービス 33％ 10％ 
その他 11％ 12％ 
（出所）筆者作成。 
 
 今回は、従業員皆無の独立自営のサンプルを除外している。労働力を、正社員、契約社
員、外注で分類してみた（表 3 参照）。正社員を、日本で 70％、米国で 88％の企業が採用
N=114 N=50 
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している。正社員数はかなりのばらつきが見られる。契約社員は、日本で 50％、米国で
60％の企業が採用している。外注利用は、日本で 39％、米国で 30％の企業が実施してい
る。 
 
表 3 従業員規模 
日本 米国 
  採用率 最小値 最大値 平均値 標準偏差   採用率 最小値 最大値 平均値 標準偏差
正社員 70％ 1 65 7.8 11.7 正社員 88％ 1 70 11.2 13.7
契約社員 50％ 1 23 4.6 5.00 契約社員 60％ 1 20 5.0 4.2
外注 39％ 1 150 7.4 22.5 外注 30％ 1 20 4.3 4.9
（出所）筆者作成。 
 
3.3 資金調達 
 スタートアップにとって第三者からの資金調達は成長の大きな原動力である。立ち上げ
資金であるシードと、追加投資となるシリーズ A について質問を用意した。日本では、シ
ード調達に成功したのは 30％、シリーズ A は 40％と、追加投資のほうが多い。米国では
反対に、シード 46％、シリーズ A が 22％と、立ち上げ時の調達よりも、追加投資のほう
が困難であることを示している。投資家は、ビジネスエンジェル、ベンチャーキャピタル
（VC）、事業会社で分類している。一般に、シードは、VC よりもエンジェルが投資の担
い手として期待されることが多いが、日本も米国も、VC がメインの資金提供者になって
いる。シリーズ A でも引き続き、VC がメインの資金提供者である。今回の資金調達をみ
るかぎり、日本のベンチャーファイナンス市場が貧しいという常識を否定できるものであ
る。少ない投資で成長が可能な WEB ビジネスであるからこそ可能なのだろう。 
 また、VC 投資が充実していると信じられているシリコンバレーで、シリーズ A の調達
が容易ではないことは、多くのスタートアップがひしめく中で、資金調達に奔走している
実態を反映しているのだろう。 
 
表 4 資金調達 
日本                   米国 
  エンジェル 15 社 13％   エンジェル 4 社 8％
シード 
VC 23 社 20％
シード 
VC 18 社 36％
事業会社 2 社 2％ 事業会社 6 社 12％
  合計(重複有） 34 社 30％   合計(重複有） 23 社 46％
  エンジェル 10 社 9％   エンジェル 3 社 6％
シリーズ A 
VC 29 社 25％
シリーズ A
VC 8 社 16％
事業会社 10 社 9％ 事業会社 1 社 2％
  合計(重複有） 46 社 40％   合計(重複有） 11 社 22％
（出所）筆者作成。 
N=114 N=50
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4. 資金調達と経営チーム 
 
 資金調達は金融市場の動向に大きく左右されるため、IT バブルが崩壊した 2001 年以降
にサンプルを絞った。日本のサンプルは 109 社、米国は 47 社となった。資金調達（シー
ズとシリーズ A の合計）に与える、創業チームの多様性とその後のチームの変更（追加、
減少、入れ替え）の影響を検証したい。従属変数を、シードとシリーズ A の投資家数合計
（ エ ン ジ ェ ル 、 VC 、 事 業 会 社 ） と し 、 独 立 変 数 は 、 創 業 チ ー ム の 多 様 性
（CEO,CTO,CFO,CMO 等）、2 年後までのチーム変更の有無、その交互効果とした。コン
トロール変数は、シリアル起業家、設立の若さ、製品サービスの革新性の程度である。 
 結果は、日米間で対象的なものとなった（表 5）。日本では、創業チームの多様性よりも、
後のチーム変更のほうが資金調達と強い相関がある。ここで、考えたいのは、日本では、
シードの調達を果たしたのは全体の 30％、シリーズ A の調達は 40％だったことである。
また、創業から 2 年間にチーム変更を行ったのは全体の 34％で、ひとり創業の内、後にメ
ンバーを追加したのは 30％だった。つまり、日本の投資家は、創業からやや時間が経って
チームが固まった段階で投資をする傾向があるのだろう。反対に、米国では、創業チーム
の多様性のみを評価し、チーム変更とはまったく相関が無かった。米国では、シードの調
達を全体の 46％が果たしているのに対して、シリーズ A の調達は 22％と半分に減ってい
る。また、チーム変更を行ったのは全体の47％、ひとり創業の内、後に追加したのは 30％
だった。これらを考え合わせると、米国の投資家はチーム変更をほとんど重視していない。
創業チームを重視して投資を決定し、製品サービスの完成度や顧客からの引き合い等を性
急に求める傾向があるのだろう。ただし、今回の調査では、シリーズ A の調達とチーム変
更の時間の前後までは測っていないため、チームの追加によってシリーズ A を獲得できた
のか、シリーズ A の獲得によって、新たなメンバーを追加できたのかという因果関係がは
っきりしていない。 
 
表 5 資金調達とチーム 
日本                     米国 
ベース モデル 1 モデル 2 モデル 3 ベース モデル 1 モデル 2 モデル 3
創業チーム多様性 0.171+ 0.129 創業チーム多様性   0.442**   0.597**
チーム変更 0.219* 0.219* チーム変更     0.062 0.104 
創業×変更 0.053 創業×変更       -0.28 
コントロール変数 コントロール変数         
設立の若さ 0.155+ 0.156+ 0.153+ 0.156+ 設立の若さ 0.117 0.006 0.126 0.01 
シリアル起業家 0.234* 0.227* 0.203* 0.195* シリアル起業家 0.184 0.158 0.205 0.139 
革新性 0.176+ 0.181+ 0.146 0.147 革新性 -0.14 -0.086 -0.019 -0.029 
R2 乗 0.105 0.134 0.151 0.179 R2 乗 0.043 0.134 0.151 0.179 
F 4.062** 3.983** 4,570** 3.663 ** F 0.635 2.861* 0.503 2.302 *
＋ 10％水準   * 5％水準   **1％水準 
 
（出所）筆者作成。 
N=109 N=47
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5. 起業機会の認識 
 
 起業機会認識の研究はホットイシューである（Bhave,1994;Chandler,etc.,2003）。起業
プロセスは、起業機会の存在、起業機会発見、起業機会活用の意思決定、実行（経営資源
組成、組織デザイン、戦略立案）を経ると Shane は定義している（Shane,2003; Shane and 
Echardt,2005）。しかしながら、Hills and Singh（2004）が指摘するように、起業機会を
発見する前に、起業意欲を強くもって機会を探索し始めるパターンは存在しうる。筆者は、
日本では、起業機会発見がまだない、または、明確に認識しない状態で、起業するケース
が少なくないと予想した。そこで、機会発見が先か、起業意欲が先か、または同時かを質
問している。日本は、起業意欲が先で機会認識が後になるケースが多いのではないか、特
に、シリアル起業家よりもノービス起業家は、起業意欲が先になりやすいのではないかと
想定した。 
 まず、日米間で、機会認識と起業意欲のどちらが先になる傾向があるかを、カイ二乗検
定で確認したところ、日米の差を 10％水準で確認できた（表 6）。米国のほうが日本より
も、機会認識をしてから起業する傾向があることになる（χ2(2) = 2.26、p = .096）。逆に、
日本の起業家は、起業意欲を出発点として起業プロセスを始めるケースが米国よりも多い
ことになる。 
 
表 6 起業機会認識の日米比較 
  
どちらが先か 
全体 機会認識 起業意欲 
日本 48 38  86 
米国 26 11  37 
合計 74 49 123 
（出所）筆者作成。 
 
 続いて、シリアル起業家とノービス起業家の差を、日米でそれぞれ確認した（表 7）。日
本のカイ二乗検定の結果は、シリアルのほうがノービスよりも機会認識を先に意識するこ
とが 5％水準で確認された（χ2(2) = 4.97、p = .026）。一方、米国の結果は、シリアルとノ
ービスに差はなかった（χ2(2) = 1.41、p = .235）。つまり、米国では、最初の起業であって
も、二度目の起業であっても、起業プロセスに差異がなく、日本では、二度目の起業にな
ると、機会発見に尽力する傾向が見られる。シリアル起業家は、過去の経験を踏まえて、
機会認識の探索をするのであろう。 
 
表 7 起業機会認識のシリアルとノービス間比較 
 
  
 
 
 
（出所）筆者作成。 
米国 
どちらが先か 
全体 
機会認識 起業意欲 
シリアル 11 7 18 
ノービス 15 4 19 
合計 26 11 37 
日本 
どちらが先か 
全体 
機会認識 起業意欲 
シリアル 18 6 24 
ノービス 30 32 62 
合計 48 38 86 
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6. 経営戦略 
 
6.1 立ち上げ時の経営戦略と競合との差別化戦略 
 アイデアや起業機会を実行に移す際に、戦略上重要な 3 点をどの程度考慮したかを問う
ている。市場の大きさ、市場の成長性、革新性（目新しさ）である。これら 3 点が、その
後の経営パフォーマンスにどのような影響をおよぼすのかを検証したい（表 8 参照）。パ
フォーマンスの指標は、同業他社と比べてうまくいっていると思うかどうか（他社比較）
と、最近半年間の事業が以前と比べてうまくいっていると思うかどうか（過去比較）を 5
段階でたずねている。結果は、日本では、3 点のうち、市場の大きさと市場の成長性は、
他社比較のパフォーマンスに対して 5％水準で有意となった。過去比較のパフォーマンス
とは、市場の大きさがかろうじて 10％水準で有意となった。米国では、いずれも相関は見
られなかった。 
 それでは、現状の戦略では、競合他社とどのように差別化しているのだろうか。競合他
社との差別化を 4 つの点で問うている（複数可）。高品質、低価格、ニッチ市場、新しい
製品サービスである。日米でパフォーマンスとの相関が見られたのは、新しい製品サービ
スのみだった。他社比較のパフォーマンスとは日米で相関が見られ、過去比較のパフォー
マンスとは米国のみで相関が見られた。ビジネスの成長のためには、他には存在しない新
しい製品サービスが有効であることを示しているといえよう。 
 
表 8 立ち上げ時と現状の戦略 
    他社比較 過去比較 
    日本 米国 日本 米国 
立ち上げ時の 
経営戦略  
市場の大きさを考慮 .26** .24 .16+ .21  
市場の成長性を考慮 .20* .20 .15  .24  
目新しさを考慮 .07  -.05 .11  .21  
現状の戦略 
競合との差別化 
高品質  .08  .04 .13  .04  
低価格  .04  -.18 .12  -.21  
ニッチ市場  -.02  -.18 -.01  -.10  
新しい製品サービス  .18+ .29* .16  .35* 
     ＋ 10％水準   * 5％水準   **1％水準 
                                 日本 N=114、米国 N=50 
（出所）筆者作成。  
 
6.2 グローバル志向 
 WEB ビジネスは物理的製品を伴わないため、グローバル化の難易度は他の産業に比べ
ると低いだろう。そこで、グローバル展開を明確に意識しているかどうかをたずねている。
（図 10 参照） 
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図 10 グローバル展開を意識している度合 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
 米国では、70％が「非常に明確」と回答しており、グローバル志向の強さを示す。「か
なり明確」、「ある程度明確」を合計すると、90％がグローバル化を予定していることがわ
かる。国内市場の規模は世界一、英語は世界共通言語という恵まれた環境はもちろん、前
述したように、創業者の半分以上が移民であることも大きな要因であろう。 
 それに比べると、日本では、「非常に明確」は 23％に過ぎず、「かなり明確」、「ある程度
明確」を合計すると 66％になる。日本では、国内市場を制覇した後に、海外市場を睨んで
いるのだろう。もちろん、創業者に移民が 1 名しか存在しなかったことも影響しているだ
ろう。 
 
6.3 顧客へのアクセス 
「顧客にアクセスするためのリストや経験があるかどうか」と、「顧客にアクセスする
ためにソーシャルメディアを使っているかどうか」をたずねている（表 9 参照）。リスト
や経験を持っているのは米国のほうが多いが、ソーシャルメディアの活用は日本の方が多
いのは興味深い。日本のサンプルの 40％を占める個人向けのサービスがソーシャルメディ
アを活用していることは当然だろうが、ソーシャルメディアを活用していると回答した
74％の数字は、事業者向けのビジネスも活用していることを示している。 
 
表 9 顧客へのアクセス方法 
  日本 米国 
顧客リストや経験を保有 61％ 70％
ソーシャルメディアを活用 74％ 66％
（出所）筆者作成。 
 
7. 個人特性 
 
7.1 個人特性の日米比較 
 様々な特性において、日米間に文化差が報告されているが、それは日米の起業家を比較
N=114 N=50 
N=114 N=50
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したときにも見られるであろうか。あるいは「起業家」という自律性の高い職業を選択し
たという共通性があるために、文化差は見られなくなるであろうか。表 10 に示す心理特
性を 1＝「まったくあてはまらない」から 5＝「とてもよくあてはまる」の 5 点尺度で回
答してもらった。個人特性の項目とその引用元を表 10 に示す。リスクをとる傾向に関し
ては、Keh, Foo, & Lim（2002）のように、リスクのある選択肢とない選択肢のペアを提
示し、どちらの選択肢を好むかをたずねた。たとえば、「1,500 万円がもらえる確率が 20％」
の方が「確実に 300 万円がもらえる」よりも好ましいと回答した場合は 1、「確実に 300
万円がもらえる」方が好ましいと回答した場合は 0、とコーディングした。計 3 問あった
ため、回答のレンジは 0～3 であり、高い数値ほど、よりリスクのある選択肢を好む傾向
を示す。 
 
表 10 個人特性の項目例と引用元 
 
 項目の例 尺度の引用元 
困難への耐性 「私はとてもエネルギッシュな人
間だと思われている」他 4 項目 
Block & Kremen, 1996 
Ego resiliency Scale (ER89) 
積極性 「現状を打破することを好む」他 4
項目 
Bateman & Crant (1993) 
Proactive Personality Scale 
他者との積極的な関わり合い 
「電車やバスに乗り合わせた見知
らぬ人とでも，気軽に会話をする」
他 2 項目 
未発表 
人の目を気にする度合い 
「たとえやりたいことでも，周囲
の多くの人に反対されるなら，あ
きらめたほうがよい」他 2 項目 
未発表 
助けを求めることに対する抵
抗のなさ 
「人に助けを求めると，その人に
迷惑をかけるので心苦しい（逆
点）」他 3 項目 Anderson & Williams (1996) 
助けを求める行動 「自分の仕事を人に手伝ってもら
うことがよくある」他 2 項目 
社会的スキル 「誰とでもすぐ仲良くなれる」他 2
項目 
相川・藤田（2005） 
成人用ソーシャルスキル自己評定
尺度 
関係流動性 
「もし現在所属している集団が気
に入らなければ，新しい集団に移
っていく」他 8 項目 
Schug・結城（2006） 
関係流動性尺度 
人と人を結びつける傾向 「必要とする人に，適切な人を紹
介することがよくある」他 2 項目
Totterdell, Holman, & Hukin 
(2008)  
Propensity to Join Others 
見知らぬ他者に対する信頼 「ほとんどの人は基本的に善良で
親切である」他 3 項目 
Yamagishi & Yamagishi (1994)  
General Trust Scale 
（出所）筆者作成。 
 
表 11 に示すとおり、米国の起業家の方が、日本の起業家よりも困難への耐性が強く、
他者との積極的な関わり合いを求め、人と人を結びつけることに長け、見知らぬ他者に対
する信頼も高く、助けを求めることに抵抗が少ない。米国の起業家の方が、日本の起業家
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よりも、初対面の他者に対する働きかけが強いことがうかがえる。また、米国の起業家の
方が、日本の起業家よりも、金銭的なリスクを好む傾向が見られた。一方で、日米の起業
家で差が見られなかった変数も多く存在する。日米間では、積極性は同等に高く、人の目
を気にする度合は同等に低い。また、助けを求める傾向、社会的スキル、関係流動性にも
差がなかった。自ら行動を起こしていくという点で、積極性は起業家にとって欠かせない
素質であることがデータでも示された。また、人の目や評判よりも、自分の信念を貫くと
いう傾向も日米の起業家に共通している点であることが確認できた。自ら必要な人脈を作
っていく必要があるという点では、社会的スキル・関係流動性・助けを求める傾向に日米
差がないのも合点のいく結果である。 
 
表 11 個人特性の日米間比較 
 日本 米国 差の検定
 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差  
困難への耐性 3.66 .72 4.01 .58 ** 
積極性 4.10 .64 4.15 .48 n.s. 
他者との積極的な関わり合い 2.79 .76 3.24 .88 ** 
人の目を気にする度合い 2.22 .67 2.01 .84 n.s. 
助けを求めることに対する抵抗のなさ 3.47 .66 3.77 .59 ** 
助けを求める行動 3.31 .93 3.27 .84 n.s. 
社会的スキル 3.20 .98 3.51 1.06 + 
関係流動性 3.39 .43 3.50 .40 n.s. 
人と人を結びつける傾向 3.35 .83 3.89 .73 ** 
見知らぬ他者に対する信頼 3.31 .77 3.89 .63 ** 
リスクをとる傾向 .78 1.01 1.16 1.16 * 
＋ 10％水準   * 5％水準   **1％水準 
（出所）筆者作成。 
 
7.2 ネットワークの日米比較 
 ネットワークのサイズと多様性は、「製造業」、「建設業」、「運輸」、「宿泊・飲食サービス
業」、「卸売業や小売業」、「ウェブ・モバイル」、「ベンチャーキャピタル」、「コンサルティ
ング」、「公務・国防」、「大学」、「保健衛生・社会事業」、「芸術・娯楽・レクリエーション」
の 12 のカテゴリーにおける知り合いの数をたずねることで測定した。1＝「いない」、2＝
「1 人」、3＝「2-5 人」、4＝「6-10 人」、5＝「11 人以上」の 5 択で回答を求めた。これら
12 項目の合計をネットワークサイズとした。また、1 人以上知り合いのいるカテゴリーの
数をネットワーク多様性の指標とした。 
 ネットワークサイズの平均は日本は 40.66（SD = 9.17）で、米国は 39.95（SD = 10.59）
で、文化差はなかった。ネットワーク多様性も、日本が 10.15（SD = 2.08）、米国が 9.98
（SD = 2.73）で文化差はなかった。 
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7.3 パフォーマンスとの相関 
 日米において、個人特性はパフォーマンスにどの程度影響しているのだろうか。表 12
に示すとおり、日本では、困難への耐性が強く、積極性があり、助けを求めることに抵抗
が少なく、実際に助けを求める頻度の高い人ほど、同業他社よりもうまくいっていると感
じ、また過去 6 ヶ月よりもうまくいっていると感じていた。さらに、ネットワークサイズ
が大きく、多様である人ほど、他社比較ならびに過去比較のパフォーマンスが良い。アメ
リカでは、他者と積極的な関わり合いをもち、社会的スキルが高く、実際に助けを求める
人ほど他社比較ならびに過去比較のパフォーマンスが良い。また、ネットワークが多様で
ある人ほど、他社比較のパフォーマンスが良い。さらに過去比較のパフォーマンスに関し
ては、助けを求める抵抗が少なく、人と人を結びつけるのがうまく、見知らぬ他者に対し
て信頼がある人ほど、パフォーマンスが高いことが明らかになった。 
 
表 12 個人特性、ネットワーク変数とパフォーマンスとの相関 
 他社比較 過去比較 
日本 米国 日本 米国 
困難への耐性 .31** .23  .22* .28+  
積極性 .23*  .16  .23* .15   
他者との積極的な関わり合い .01   .37* -.07  .44*  
人の目を気にする度合い .05   .04  -.05  .09   
助けを求めることに対する抵抗のなさ .17+ .19  .17+ .36*  
助けを求める行動 .35** .35* .23* .53** 
社会的スキル .07   .36* -.06  .48** 
関係流動性 .21*  .23  .13  .24   
人と人を結びつける傾向 .11   .18  .07  .29*  
見知らぬ他者に対する信頼 -.03 .12  .02  .26+  
リスクをとる傾向 -.21+  .34* -.24* .34*  
ネットワークサイズ .23* .21 .23* .26+ 
ネットワークの多様性 .24* .43** .24* .24 
  ＋ 10％水準   * 5％水準   **1％水準 
（出所）筆者作成。 
 
 日米両国において、他者に助けを求めることができる人ほど、他社比較ならびに過去比
較のパフォーマンスが高かったことは興味深い。ネットワークのサイズ・多様性も、日米
両国でパフォーマンスと正の相関があったことから、必要なときに適切な助けやアドバイ
スを求めることができるという行動力と、日ごろからいざという時のサポートネットワー
クを構築していることがビジネスの成功の鍵になると推測できる。 
 リスクをとる傾向は、日本ではパフォーマンスと負の相関を見せているのに対し、米国
では正の相関を見せていた。米国では、リスクをとる人ほど成功するが、日本では逆に確
実な道を選ぶ人の方が成功することを意味している。 
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 ただし、今回の調査で測定したパフォーマンスは、あくまで回答者個人の主観的な評価
であることに留意する必要がある。一定の個人特性をもつ起業家ほど、パフォーマンスが
実際に優れているのか、またはそのような個人特性をもつ起業家ほど、楽観的にパフォー
マンスを評定しているのか定かでない。また、相関があっても、因果関係があるとは限ら
ない。たとえばネットワークサイズが大きくすることが成功をもたらすとは限らない。ビ
ジネスを軌道に乗せる際の副産物として、ネットワークが広がった可能性もある。今後の
調査では、より客観的にパフォーマンスを測定し、時系列に企業の成長を追っていく必要
があるだろう。 
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